生活保護基準引き下げに係る主な国会審議
2013年4月12日現在
【2月7日　衆議院予算委員会】
○長妻昭議員　低所得者に新たな負担を求めていくことは望ましいと考えるか。
○安倍総理　社会保障制度は負担者が納得できて初めて、給付と負担のバランスは維持され、持続可能なものになる。給付と負担がどんどん増えれば段階で、制度は崩壊をする。ゆえにいかに政治が調整をしていくかが極めて重要だ。
○長妻議員　生活保護基準の引き下げで、受給者以外の低所得者への優遇や負担軽減策に影響する可能性がある。影響が波及する可能性のある制度の数は。
○田村厚労大臣　住民税非課税限度額も生活扶助基準を一つの指標にしているが、機械的に変わるもの、変わらないものがある。現在把握していないが、先般、閣僚懇談会でできる限り影響を及ぼさないよう努力する申し合わせをした。
○長妻議員　無責任で非常に憤りを感じている。8月以降、生活保護以外の低所得者で負担増になる人は、何人いるのか。
○田村大臣　できる限り影響が出ないように措置をしようと閣僚懇談会で一応、申し合わせた。心配のないように努力をする。
○長妻議員　引き下げの影響を調査してもらえないか。
○安倍総理　影響が出ないよう対策を打つ指示を閣僚懇談会で行った。各省庁が影響が出る人について把握をしている最中で、現段階では申し上げられない。
○長妻議員　私立小中高授業料免除や大学授業料等免除、生活保護以外の低所得世帯への教育関係の援助制度の対象者数は。
○下村文科大臣　就学援助、特別支援教育就学奨励費、幼稚園就園奨励費補助、高等学校等就学支援金制度、災害共済給付掛金、大学授業料減免、高等学校奨学金、私立小中高等学校授業料減免は、現状で対応するよう政府で決めている。現状維持するため対象者数を数える必要はない。
○長妻議員　地方単独事業も多くあるが、政府としてはお願いするが、あとは頑張ってほしい、ということか。
○安倍総理　デフレも続いてきたため生活扶助を適正化する。適正化をしなくていいことではない。御党の時代から議論を積み重ねてきた中で結論が出て、我々はそれを実行していく。しかし、影響がなるべく生活保護世帯以外に及ばないようにするのは当然のことだ。今その作業を行っている。地方公共団体がやっているところについてはしばらく時間がかかるということだ。
○長妻議員　最賃が生活扶助を下回る都道府県が６あるが、生活扶助基準の方が下がると最賃が変わらなくても生活扶助以上に上がってしまうように見える。
○田村大臣　そもそも安倍内閣においては所得を増やすことが政策の一番であるため、下回ることが起こらないように我々としてもしっかり努力する。
○長妻議員　生活保護基準は下がるが、最賃には影響させないということか。
○田村大臣　なるべく早く最賃が生活保護に追いつくように努力をいただく。超えている部分に関しては、生活保護に足が引っ張られるという問題でもない。
○長妻議員　生活保護を受けていない方は従来のままの最低ラインだが、生活保護受給者だけはその生活保護の基準が下がるということか。
○安倍総理　景気をよくして、生産性を上げて、収益を上げて、それを従業員にしっかりと給付していくことで、最低賃金を上げていくことができると思う。
○長妻議員　低所得の定義としては前の生活保護基準を続けるが、生活保護だけは下げてリンクしないということはおかしな話だ。
○田村大臣　今回の見直しでは標準世帯というものがなくなっている。世帯数や地域、年齢のばらつきを当てはめて、相対的に合わせており、そもそも生活保護の基準もなくなっている。
○長妻議員　貧困の連鎖を防止するための支援策について説明いただきたい。
○田村大臣　貧困の連鎖があってはならぬと思っており、これから真剣にその部分に関しては取り組んでまいりたい。
【2月13日　衆議院予算委員会】
○山井和則議員　就学援助は市町村の権限だと思うが、下村大臣の権限で、100％対象を維持すると約束していただけるか。
○下村文科大臣　子どもの貧困の連鎖を断ち切ることについて、超党派で対応してまいりたい。基準見直しに伴う就学援助への影響については、できる限り影響が及ばないよう、制度の趣旨や目的、実態を踏まえて対応する。
○山井議員　生活保護基準引き下げが非課税基準に連動しないことを、約束してもらえるか。
○新藤総務大臣　来年度の見直しについては、厚生労働省の考え方も十分に伺い、また与党の税制調査会中で議論することになっているため、その中で検討をさせていただきたい。
【3月13日　衆議院予算委員会】
○郡和子議員　被災児童生徒の就学援助事業について、生活保護基準の引き下げの影響がないようにお願いしたい。
○下村文部科学大臣　教育関係就学支援金等は下がらないように平成25年度予算で措置しており、今後も要生活保護世帯への支援をレベルダウンさせないように自治体にお願いをしながら、しっかりと対応するようにしていきたい。
【3月15日　衆議院厚生労働委員会】
○中根康浩議員　円安が進めば、物価の値上がりが低所得者、生活困窮者の家計を直撃する事態が訪れることになるかもしれない。
○田村厚労大臣　物価が上昇するということになれば、当然、民間最終消費支出もふえるという予測のもとに、見直されることは十分にあり得る。
○中根議員　来年度、再来年度の予算策定の際に、その時の物価動向を勘案し、予定どおりに削減するとは限らない、削減をやめることもあるということか。
○田村大臣　民間最終消費支出が伸びる中で生活扶助額を見直す決定がされたときには、保護費は増える。それぞれの指数が上がれば上がるという話になる。
○中根議員　総理は大企業に賃上げをしてくれとお願いしておきながら、一方で、最賃を上げない理由を政府みずからがつくっている。矛盾していないか。
○桝屋厚労副大臣　最賃は労働者の生計費、賃金水準、賃金支払い能力等を総合的に勘案して決められるもの。生活保護は労働者の生計費に影響を与えるが、機械的に最賃に影響を及ぼすものではない。今後の最賃の検討状況の中で、慎重に検討されるべきものと考える。
【3月19日　衆議院厚生労働委員会】
○長妻昭議員　今の政府は、受給者以外の低所得者対策にこれほど大きな影響があるとは考えずに、非常に拙速に生活保護を下げる決断をしてしまった。
○田村厚労大臣　なるべく影響のないように地方にはお願いしている。地方分権で強制できないが、一定程度理解いただいて対応してもらえると考える。
○長妻議員　地方税非課税のラインを引くときに、低所得者対策に配慮し生活保護と連動させないようにするという閣議や閣僚懇の申し合わせはあったのか。
○田村大臣　影響を極力なくすようにという閣僚間での合意をした。
○長妻議員　生活保護を戦後最大で引き下げるのに、地方税を下げないこともあり得るのか。
○北村総務政務官　生活保護基準の見直しに係る非課税限度額のあり方については、厚生労働省の考え方も十分伺った上で、平成26年度以降の税制改正において、与党の税制調査会の議論も踏まえ、検討することとしている。
○長妻議員　地方税非課税ラインを考えるとき、生活保護基準は最大の要素か。
○北村政務官　個人住民税の非課税限度額制度は、地域社会の会費という性格を踏まえつつも、低所得者層の負担を考慮し、所得金額が一定水準以下の者について非課税とするものである。
【3月19日　参議院厚生労働委員会】
○牧山ひろえ議員　生活保護水準の引き下げで子どもがいる保護世帯の学用品購入や給食費の支払が困難になり、貧困の連鎖が生じる危険がある。
○桝屋厚労副大臣　引き下げは激変緩和で3年間かけて段階的に行う。保護世帯を含む生活困窮家庭の子供に対する学習支援なども積極的に行っていきたい。
○牧山議員　生活保護の捕捉率の低さによる最後のセーフティーネットの機能不全という深刻な事態をどう認識し、解決するのか。
○村木政府参考人　保護受給に至る前の段階から早期に生活困窮者を把握し、支援をする仕組みを構築したい。同施策も併せて総合的に取り組んでいきたい。
○牧山議員　生活保護基準の引下げが低所得者全般に及ぼす影響、またその対応策についてどのように認識しているか。
○唐澤政府参考人　影響についての議論等も踏まえて十分な検討をお願いしたい。また、税制改正等の議論を踏まえて対応していきたい。
【4月12日衆院予算委員会】
（山井議員）デフレを理由に生活保護基準を引き下げるのは問題。子どもの教育費を削らなければならない世帯が出てくることをどう考えるのか。
（田村厚労大臣）教育扶助は引き下げ対象ではないし、高校就学費の見直しも予定していない。学習支援は中学１年から対象にする等強化する方向である。
（長妻議員）政府の説明では、引き下げ額の580億円分は2008～11年度の物価下落分で、生活扶助相当の消費者物価指数（CPI）がマイナス4.78％であることを理由としている。一方、勤労者世帯の第Ⅰ階級（下位20％）のCPIはマイナス2.1％。マイナス4.78％は実態とかけ離れているのではないか。
（田村大臣）消費者物価指数における第Ⅰ階級は、働いている人たちなので一律に生活保護受給者と比べることはできない。
（長妻議員）厚労省が生活保護1,000世帯を抽出して毎年行っている支出調査を活用しCPIにあてはめてほしい。下落幅は4.78％よりも小さいはずだ。
（田村大臣）支出調査はサンプル数が少なく、受給者の消費実態を表すかは疑問。精緻であるとは言えず、作業するに値しない。
（長妻議員）「精緻ではない」とは問題発言だ。それなら調査自体税金の無駄である。現実の消費実態を把握する調査をすべきであり、法外な提案ではない。桝屋副大臣はこの提案をどう考えるか。
（桝屋厚労副大臣）1,000世帯としたのはそれなりの目的があると考え、それを踏まえて今後、田村大臣とも協議したい。
以上
